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エネルギー持続性のための
低炭素電力供給システム

山地憲治
＠エネルギー持続性フォーラム第３回公開シンポジウム

エネルギー持続性への挑戦
－低炭素社会に向けた産業界の役割－

１．なぜ低炭素社会なのか？

２．電力部門の大きな役割

３．原子力に実力を発揮させる条件

４．化石資源の高度利用とは？

５．再生可能エネルギーは期待に応えられるのか?
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８

最近のわが国エネルギー政策の展開

平成18年5月 新・国家エネルギー戦略

平成20年5月 長期エネルギー需給見通し

平成20年7月 低炭素社会づくり行動計画（閣議決定）

・2030年に向けた戦略目標を設定

・2010年、20年、30年の絵姿を提示

・2050年までを視野

革新的技術開発

既存先進技術の普及

・2020年を目途に「ゼロエミッション電源」の割合を50%以上に引上げ
・太陽光発電の導入量を2020年に10倍、2030年に40倍に

・Cool Earth- エネルギー革新技術計画を策定し、重点的に取り組むべき革新技術
として、「２１」技術を選定
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注）卸電力取引所における取引等の電源種別が不明なものは除外した。

７

我が国のエネルギー供給の推移

○一次エネルギーに占める石油の割合は、第一次石油ショック時の８割から５割以下まで
低減。発電量に占めるシェアでは１割にまで低減。

【一次エネルギー供給シェアの推移】 【発電電力量シェアの推移】
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エネルギー需給構造改革の方向性
（総合資源エネルギー調査会・総合部会・政策小委報告書より）

ⅰ）技術開発等の推進：

革新的エネルギー技術（革新的太陽光発電、先進的原子力
発電など）の開発、オイルサンド・メタンハイドレート等の非在来
型資源や未利用エネルギーの開発などを進めること。

ⅱ）非化石エネルギーの導入拡大：

化石エネルギーへの依存度を低減していくために、非化石エ
ネルギー（原子力、水力、地熱、新エネルギー等）の導入を拡
大すること。

ⅲ）化石資源の高度・有効利用：

有限な化石資源（原油、天然ガス、石炭等）の生産性を徹底
的に高めるために、その高度・有効利用を推進すること。
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Six Categories of IPCC Mitigation Scenarios

Stabilization level 
(ppm CO2-eq)

Global Mean temp. increase 
at equilibrium (ºC)

(above pre-industrial, B.E.)
Year CO2 needs to 

peak
% reduction in 2050 

compared to 2000

445 – 490 2.0 – 2.4 2000 - 2015 -85 to -50

490 – 535 2.4 – 2.8 2000 - 2020 -60 to -30

535 – 590 2.8 – 3.2 2010 - 2030 -30 to +5

590 – 710 3.2 – 4.0 2020 - 2060 +10 to +60

710 – 855 4.0 – 4.9 2050 - 2080 +25 to +85

855 – 1130 4.9 – 6.1 2060 - 2090 +90 to +140

•The lower two categories correspond EU proposal and Cool Earth 50; 
require high costs and difficult international negotiations.
•Many scenario studies are done for the middle two categories; 
substantial emission reductions needed for developed countries.
•The last two categories may cause irreversible climate impacts; 
precautionary principle would exclude these categories.    
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なぜ低炭素社会なのか？

• 分かりやすい政治的スローガン：
－２０５０年温室効果ガス半減

－２０２０年ゼロエミッション電源５０％、・・・

• 実現可能性に配慮した具体的政策展開：
－長期エネルギー需給見通し

－代エネ法改正

－温暖化対策中期目標？、・・・

• 学術界の役割：
－原理原則の監視（筋を通す）、利害のバランス（中立性）

－革新技術の創出（ペット？、動物園?、ガラパゴス島？、・・・）
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2050年温室効果ガス排出半減？

エネルギー起源CO2排出半減の技術シナリオ
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Energy Technology Perspectives 2008 (IEA)

Power Plant Construction for 2010-2050
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Energy Technology Perspectives 2008 (IEA)
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電力部門の大きな役割

• 一次エネルギーの４０％以上が電力に変換
• 多様なエネルギー資源から生産可能
• 利用時にクリーンで制御性がよく高効率
• ヒートポンプによる高効率低温熱供給（空調、給湯）
• 電気駆動自動車(PHEV,EV)の可能性

ただし、
• 大量長距離輸送に不向き：→超電導直流送電、水素？

• 時々刻々の需給バランスが必要：→smart grid、パワエレ?

• 貯蔵性が悪く、移動体利用に向かない：→電池？
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原子力に実力を発揮させる条件

• 既存軽水炉の寿命延長・着実なリプレイス

• 設備利用率の向上・既設炉の出力拡大

• 核不拡散体制の維持・強化

• 世界的な安全運転実績による信頼確保

• 長期的な核燃料サイクル確立

• 原子力ルネッサンスに浮かれず足元を固めよ
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主要国の電源別発電電力量の構成（2002年）
石炭火力の役割は大きい

（出所）「ENERGY BALANCES OF OECD COUNTRIES 2001-2002」他

その他
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火力発電熱効率の変遷（国内）

20

25

30

35

40

45

50

55

1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010
年度

熱
効

率
（
％

、
高

位
発

熱
量

基
準

）

汽力最高熱効率 コンバインド最高熱効率 全火力平均

再熱サイクル

12.5万kW

亜臨界圧

貫流ボイラ

超臨界圧

100万kW級
超々臨界圧

1100℃級

1300℃級

1500℃級

出典：電力中央研究所



山地憲治 ０９０２２６ 17



山地憲治 ０９０２２６ 18



山地憲治 ０９０２２６ 19

化石資源の高度利用とは？

• 火力発電（特に石炭）の役割は大きい

• 発電効率向上によるCO2削減効果は大きい

• CCSを含むクリーンコール技術の役割

• 調整電源としての火力発電は新エネ導入に寄与

• 石炭火力での混燃によるバイオマス利用効率向上

• 火力（特に石炭）発電を悪者と考える単純思考から
の脱却
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太陽
（核融合エネルギー）

直接反射(30％)

173,000兆Ｗ

短波長放射

熱へ直接変換（46％） 81,000兆W

長波長放射
（赤外
線）

月

蒸発・降雨など(23％) 40,000兆Ｗ
風・波など 370兆Ｗ
光合成 80兆Ｗ→植物

潮汐・潮流
8兆Ｗ

熱伝導
32兆Ｗ

火山・温泉
0.3兆Ｗ

地熱自然エネルギー

核エネルギー

化石エネルギー

人類のエネルギー消費
（約13兆Ｗ）

リサイクル
エネルギー

生産・廃棄物

食料・原材料

地球のエネルギーバランスと各種エネルギー資源 山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣より
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Modern Renewables:

Small but Rapid Growth
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(Wind Power in the World)
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太陽光発電の導入シナリオ（最大導入ケース）

太陽光発電の導入量は、長期エネルギー需給見通しにおける最大導入ケースとし、
2020年度で350万ｋｌ（1，400万ｋＷ）、2030年度で1，300万ｋｌ（5，300万ｋＷ）とした。

24
２０２０ ２０３０２００５

非住宅約４割

２０２１～２０３０

・新築戸建全体約５０万戸／
年
の８割に導入
・既築約２５万戸／年に導入

住宅用：約３２０万戸

住宅用：約１０００万戸

２００５年の
約１０倍

３５万ｋｌ（１４０万ｋＷ）

３５０万ｋｌ（１４００万ｋＷ）

１３００万ｋｌ（５３００万ｋＷ）

住宅約8割

非住宅約2
割

２０１１～２０２０

・新築戸建持家約３０万戸／
年
の７割に導入
・既築は５万戸／年に導入

・産業用・公共用ポテンシャル
の概ね１割（ストック）に導入

住宅約８
割

非住宅約２
割

住宅約６割

２００５年の
約４０倍

・産業用、公共用ポテンシャ
ルの概ね８割（ストック）に導
入

出典：「長期エネルギー需給見通し」（平成20年5月）
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長期エネルギー需給見通しにおける最大導入ケースの場合の系統安定化コスト

【試算の前提】
電力需要は長期エネルギー需給見通しによる
最大導入ケースとした。
供給力は、第２回小委員会において、努力継
続ケースを前提とした分析と予備率を不変とし
た。（すなわち需要が減るのと同じ割合で供給
力を減らす。）
これに伴い、電源構成比（kW,kWh）を努力継続
ケースと同様にした。
以上を前提に同様の試算を実施。

【結果】
2030年度5,321万kWhの太陽光パネルが導入
された場合には、余剰電力対策として、6.4億
kWhの蓄電池が必要との結果になった。
この蓄電容量を蓄電池（2.5万円/kWhと仮定）
で確保する場合、2030年度時点で16.8兆円の
費用が必要。
これは、余剰電力が土日のみならず、平日に
も発生するため晴天が続くと非常に大量の蓄
電容量が必要となるためである。

25
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高木雅昭氏修士論文（２００８）より

ＰＨＥＶの充電制御による風力発電導入時の周波数変動の抑制効果
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再生可能エネルギーは期待に応えられるのか?

• Modern Renewablesは規模は小さいが急速拡大

• 不安定電源のシェアが高まれば系統安定コストが
急増することに注意：→smart grid, ＰＨＥＶ／ＥＶ連系、・・・

• 技術革新・普及促進による発電コスト低減を誘導す
る政策が大切：→Ｒ＆Ｄ投資、RPS拡充による市場確保、・・・

• 水力・地熱も忘れてはいけない

• 過大評価も過小評価もせず、導入拡大に向けたイ
ンフラ整備と市場創出が重要


